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78.2%の企業が 2023 年に賃上げを実施 

2024 年に賃上げ予定の企業は 73.9%で、持続的な賃上げ実現へ 

7 割以上が 2024 年度の従業員教育（リスキリング）費を上げる予定 

「企業の雇用施策に関するレポート 2024 年版」を発表 

 

 

株式会社マイナビ（本社：東京都千代田区、代表取締役 社長執行役員：土屋芳明）は、全国の民間企業等を対

象に、中途採用業務のうち「採用費用の管理・運用」に携わっている人事担当者に、雇用施策の導入傾向や今

後の意向を明らかにすることを目的とした「企業の雇用施策に関するレポート（2024 年版）」の結果を発表

しました。 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

【調査概要】 

 

 

 

2023 年に企業が従業員に使った教育訓練費（リスキリング費用含む）は年間平均 344.5 万円。金額別で

は「1～49 万円」が 45.5%と最も多かった。業種別では、金融・保険・コンサルティングが 554.1 万円で

最多。一方、医療・福祉・介護は 128.9 万円で最も低かった。2024 年度の増減予定を聞くと、73.2%の

企業が上げると回答し、2023 年の教育訓練費の金額が高いほど、10%以上の高水準で教育訓練費を増

加させる予定となった。【図 1、2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 リスキリングなどの従業員教育費の平均は 344.5 万円。7 割以上の企業が 2024 年度の従業

員教育費を上げる予定【図 1、２】 

 2023 年に賃上げを行った企業は 78.2%。2024 年に賃上げ予定がある企業は 73.9%で、

持続的な賃上げ実現への期待感が高まる【図 3】 

 中途採用担当者の約 3 割が「人材の管理」「人材の評価」で AI を利用【図 4】 

 中途採用担当者が想定する、直近 1 年間に採用した中途社員の在籍期間は平均 4 年。流通・小

売・フードサービスでは 3 年未満【図 5、6】 
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リスキリングなどの従業員教育費の平均は 344.5 万円 
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【図 1】 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【図２】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
2023 年に現従業員の賃上げ（賃金のベースアップ）を行った企業は 78.2%で、そのうち「前年度より、

10%以上の水準で上げた」は 24.2%となった。 

業種別にみると、「メーカー」「金融・保険・コンサルティング」「IT・通信・インターネット」で、「上げた」が 8

割以上と高い。また、「環境・エネルギー」では前年度より 10%以上の水準で上げたが、3 割を超えた。今

後 2024 年の賃上げ予定では、「上げる」が 73.9%、そのうち「前年度より、10%以上の水準で上げる

予定や検討がある」は 25.8%だった。持続的な賃上げ実現に期待が持てる結果となった。【図 3】 

2023 年に賃上げを行った企業は 78.2% 

2024 年に賃上げ予定がある企業は 73.9%で、持続的な賃上げ実現への期待感が高まる 
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【図 3】 

 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

中途採用担当者が人事業務で AI を利用した割合は、「人材の管理（31.9%）」が最多で「人材の評価

（29.4%）」が続いた。4 社に 1 社以上が人事業務で AI を利用しており、今後の利用についても全項目で

7 割程度が肯定的としている。AI により感情の伴わない客観的な判断や業務の効率化を実現することは

できるが、AI も人も完璧ではないことを認識し、バランス良く業務に取り入れることが重要だと考える。

【図 4】 

 

【図 4】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中途採用担当者の約 3 割が「人材の管理」「人材の評価」で AI を利用 
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中途採用担当者が想定する、2023年1年間に採用した中途社員の平均在籍期間は約4年（47.5カ月）。

業種別にみると、「メーカー」は4年9カ月（57.0カ月）で最も長く、反対に「流通・小売・フードサービス」で

は約2年6カ月（30.2カ月）となり、在籍期間3年未満を想定して中途社員を採用している。想定在籍期

間の理由について、3年未満を想定する人事担当者からは「転職が当たり前の時代だから」、5年以上を想

定する人事担当からは「5年以内には採用に掛けた労力を回収できるから」などのコメントが挙がった。企

業側でも転職の一般化が認識され、中途採用者の再転職も見越した採用活動を行っている様子がうかが

える。【図5、6】 

 

【図5】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 6】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

中途採用担当者が想定する、直近1年間に採用した中途社員の在籍期間は平均4年 
流通・小売・フードサービスでは3年未満 
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【調査担当者コメント】 

政府では「物価高を上回る所得増」を掲げ、賃上げを実現した企業への税制優遇

を行うなど、企業の賃上げに注目が集まっています。今回の調査では 2023 年

に賃上げを行った企業、今後 2024 年に賃上げを予定する企業ともに 7 割を

超え、持続的な賃上げに期待の持てる結果となりました。 

また、賃金アップの一因ともなるリスキリングなどの従業員の教育訓練費につい

て、7 割以上の企業が今後 2024 年に教育費を上げる予定としています。しか

し、業種間でギャップもあり、課題は様々であることもうかがえます。今後はテク

ノロジーの活用に合わせ、従業員の定着のためにも積極的なリスキリングなどの

教育訓練と賃上げをバランスよく推進していくことが、企業に求められるのでは

ないでしょうか。 

キャリアリサーチラボ 主任研究員 関根 貴広 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【調査概要】「企業の雇用施策に関するレポート（2024 年版）」 
○調査期間：2023 年 12 月 15 日（金）～12 月 18 日（月） 
※中途採用状況調査 2024 年版（2023 年実績）と同時実施 
○調査方法／インターネット調査 
○調査対象／従業員数 3 名以上の企業において、直近（2023 年 1～12 月）に中途採用業務を担当して
おり、「採用費用の管理・運用」に携わっている人事担当者 
○有効回答数／1,400 件 
※調査結果は、端数四捨五入の関係で合計が 100％にならない場合があります。 
※n=30 以下は参考値としております。 
https://career-research.mynavi.jp/reserch/20240328_71669/ 

【お問い合わせ先】 株式会社マイナビ 社長室 広報部 鈴木  Email：koho@mynavi.jp 

『マイナビキャリアリサーチ Lab（ラボ）』は、雇用や労働に関連する様々な調査データやレポートを通じ

て、雇用の在り方や個人のキャリアを考える上で役立つ情報を提供するサイトです。 

蓄積してきた調査結果、新たに分析した雇用関連のレポート・コラム、市場データといった情報の提供

を行い、組織と個人をつなぎ、社会全体でキャリアの在り方を考える一助を担います。 

「働く」の明日を考える マイナビキャリアリサーチ Lab 

 


